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研究成果の概要（和文）：電子商取引の中でも音楽配信や電子書籍市場の進展が近年は著しい。このような背景の下で
本プロジェクトではデジタル財登場後のメーカーの複数流通チャネルの管理問題を扱い，デジタル財登場が経済に与え
る影響に関する理論的考察を行い，以下の結果を得た。デジタル財の登場により，メーカーはその利潤を必ず増やすこ
とができるが，物的財の販売数量は，増える場合も減る場合もある。さらに，費用面で劣位な小売業者の販売数量がゼ
ロとなるようにメーカーが卸売価格を上げる場合がある。このような状況とデジタル財の品質がある条件を満たすほど
低いことが重なると，物的財の小売価格が上昇し物的財を購入し続ける一部の消費者の厚生が下がる。

研究成果の概要（英文）：In this project, I construct a vertical product differentiation model comprising 
an upstream manufacturer and two downstream retailers with cost asymmetry. In this model, the 
manufacturer not only produces a physical product it sells to the downstream retailers, but also has an 
option of "versioning" to open a new direct channel for an alternate digital product. I find that the 
direct digital channel may reduce the quantity of the physical product sold by the inefficient retailer 
even if it increases total quantity. Moreover, under certain conditions related to the manufacturer's 
cost and if the quality of the digital product is sufficiently low, then the manufacturer raises the 
wholesale price of the physical product and ceases to deal with the inefficient retailer, which may raise 
its retail price. This lowers the welfare of consumers who continue to purchase the physical product 
after the new digital product comes onto the market.

研究分野： 流通チャネル分析、マーケティング・サイエンス、産業組織論
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１．研究開始当初の背景 
(1) 総務省の平成２２年版情報通信白書によ
ると，平成２１年末の日本におけるインター
ネット利用者数は，前年末より 317 万人増加
して約 9400 万人（前年比 3.5%増）となり，
人口普及率は 78.0%（前年より 2.7 ポイント
増）にまで達した。また，経済産業省の平成
２１年度電子商取引に関する市場調査によ
ると，日本における 2009 年の消費者向け電
子商取引（EC）の市場規模は 6.7 兆円（前年
比 10.0%増）と着実に増加している。ただし，
EC 化率（全ての商取引における電子商取引
による取引の割合）は低く，2.1%（前年より
0.3 ポイント増）に留まる（図 1（2013 年ま
でデータ更新）参照。）。 
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(2) このような現実に直面して経済学（産業
組織論）や経営学（マーケティング・サイエ
ンス）の分野ではこれまでにインターネット
利用・電子商取引に関する研究が蓄積されて
きた。最近の研究として， Bajari and 
Hortacsu (2003) RAND Journal of 
Economics ， Ellison and Ellison (2009) 
Econometrica ， Yoo and Lee (2011) 
Marketing Science などがある。また，本応
募研究課題の研究代表者も，この分野にささ
やかな貢献を行ってきた（中山 (2003)流通研
究，Nakayama (2009) Japan and the World 
Economy。これらの論文はそれぞれ，下記の
＜引用文献＞①の第 3 章と第 2 章となった。）
そのような中で，音楽配信や電子書籍などの
デジタル財市場は近年急速に成長しており
（図 2，3 参照）。この分野の更なる研究の進
展が必要である。 
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２．研究の目的 
 上記の背景を踏まえて研究開始当初は，以
下の研究目的を設定した。 
 
(1) 本研究において私は，デジタル財流通チ
ャネルの登場が，複数流通チャネルの管理問
題およびその結果の社会厚生に与える影響
に関する理論的考察を行う。特に，出版産業
を念頭に置き，出版産業の特徴を取り込んだ
モデルの均衡分析を行い，その分析結果を社
会厚生の観点から評価する。 
 
(2) そして，出版産業におけるデジタル財流
通チャネルの登場が，競争政策に新たにもた
らす論点を整理し，それらの論点における競
争政策当局の対応策を考察する。（しかし，
この考察まで研究を進めることができなか
った。） 
 
３．研究の方法 
(1) 企業間の戦略的依存関係を分析するた
め Mussa and Rosen 型の垂直的差別化モデル
を活用し，研究目的にあわせた拡張を行った。
具体的には，物的財（高品質財）とデジタル
財（低品質財）を扱うメーカーと物的財小売
市場に費用構造が非対称な２小売業者を導
入した。費用構造が非対称な小売業者を導入
した理由は、商業統計表から抽出して整理し
た図4の書店の売場面積別事業所数（店舗数）
の推移から分かるように、売場面積 500 平方
メートル以上の大規模書店は増える一方、そ
れ未満の中・小規模書店は減る傾向を踏まえ
るためである。2小売業者の複占市場を考え
るのは、地域毎に大規模書店と小規模書店の
局所的な競争が行われていることを想定し
ているためである。寡占市場の中でも複占市
場に限定したのは簡単化のための仮定であ



る。 
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(2) 上記の設定の下で，メーカーが物的財の
卸売価格とデジタル財の直販価格を決め，そ
の後に物的財を扱う 2小売業者が販売数量
（メーカーへの発注量）を決める 2段階ゲー
ムの部分ゲーム完全均衡を導出し，その結果
とデジタル財登場前の均衡の結果を比較し
た（図 5参照）。 
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４．研究成果 
(1) デジタル財の登場により，メーカーはそ
の利潤を必ず増やすことができるが，物的財
の販売数量は，増える場合も減る場合もある。 
また，物的財の販売数量は扱う小売業者に依
存して異なり，費用条件が優位な小売業者 L
は販売数量を増やす一方，費用条件が劣位な
小売業者 H は販売数量を減らす場合がある。 
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(2) 図 6はデジタル財登場後の物的財の価格
（縦軸）とその需要（横軸）の関係を表して
いる。デジタル財の登場により，図左側の市
場需要では，高価格領域の物的財需要（点線
部分）が失われ，価格感度が高くなる（図で
は需要の傾きが小さくなる）。これは，消費
者の一部がデジタル財へスイッチするため
である。これに対応して，小売業者 i(=H,L)
がメーカーへの発注量を決める際に考慮す
る，残余需要も高価格領域が変化する（図右
側）。競争相手の小売業者の発注量を所与と
すると，需要が失われる効果は，発注量を減
らす要因になるが，価格感度が高くなる効果
は発注量を増やす要因になる。さらに，小売
業者間は数量競争を行うため，お互いの発注
量は戦略的代替の関係にある。すなわち，競
争相手が発注量を増やす場合，自分は発注量
を減らす。 
 
(3) 図 7は費用条件が優位な小売業者 Lの発
注量（横軸）に対する，費用条件が劣位な小
売業者Hは販売数量を（縦軸）を表している。
赤線が小売業者 Lの反応関数，青線が小売業
者Hの反応関数である。赤線は上にシフトし，
青線は下にシフトしているので，小売業者 L
にとっては，需要減の効果よりも価格感度が
高まる効果が大きいが，小売業者 Hにとって
は，その逆である。結果として，均衡は黒点
から緑点に変化する。すなわち，小売業者 L
は発注量を増やし，小売業者 Hは発注量を増
やす。図では緑点が黒点を通る細い黒線
（qH+qL=Qr）より外側にあるので，合計発注
量は増えている。 
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(4) 図 8と図 9の縦軸と横軸は図 5と同様で
ある。図 8では，赤線は上にシフトし，赤線
は上にシフトし，青線は下にシフトしている
が後者のシフトの方が大きいため，小売業者
Lは発注量を増やし，小売業者 Hは発注量を
増やすが合計発注量は減っている。図9では，
赤線と青線共に下にシフトしているので，両
小売業者とも発注量を減らし，合計発注量も
減っている。このように，デジタル財登場に
よる需要が減る効果と価格感度が高まる効
果および小売業者間の戦略的依存関係によ
り，さまざまな均衡の変化があり得る。 
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(5) さらに，物的財に関するメーカー限界費
用がある条件を満たすほど低いと，小売業者
Hの販売数量がゼロとなるように卸売価格を
上げる場合がある。そして，このような状況
とデジタル財の品質がある条件を満たすほ
ど低いことが重なると，限定的な条件の下で
は，物的財の小売価格が上昇する場合がある。
つまり，デジタル財登場後も，物的財を購入
し続ける一部の消費者の厚生が下がること
もあり得る。 
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